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原価配分理論のゆくえ
清 水 宗
I ほしがき
周知のように，伝統的な会計制度が経済社会の変化に適応しなくなったと
いう理由で，会計制度に対する検討が加えられてきた。アメリカでは， 1960
年代にしまいって新しい会計理論が展開されるようになり，伝統的会計理論に
対する挑戦が行なわれてきた。そこで，新しい会計理論が伝統的会計理論を
克服する可能性が果たしてあるかないか，また，新しい会計理論がよく現実
の会計制度にとりいれられうるであろうかどうか， ということが切実な問題
となってくる。この小稿では，これらの問題のすべてを論究するいとまはな
いので，伝統的会計理論における原価配分理論または費用配分理論のゆくえ
について主として考察することにしよう。
以下において，まず，わが国における二人の学者の所説の紹介を行ない，
原価配分理論を疑問視する所説に若千の検討を加えたのち，原価配分という
会計過程の根底に存在する会計期間のコンベンジョンがどのようにして成立
したかを顧りみることにしたい。そして，最後に，変化する環境のなかで，
配分理論がどのように変化して行くべきかを展望し，同時に私見を述べよう
と思う。
I 新環境下における配分理論
ここでまず， AAAの「会社財務諸表に関する会計および報告諸基準・
1957年改訂版」に端を発し， 1966年のAAA「基礎的会計理論」にいたるア
メリカ会計学界の動向が， 1936年の原価配分の基本的公理に対してどのよう
な影響を及ぼしたと考えられているかを簡単に見ておくことにしよう。この
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ために，われわれは，宮上一男教授と新井清光教授の所論をとりあげ，各々
の論旨を検討しようと思う。
(l) 
宮上教授は原価配分論理を否定する動向を次のように述ぺておられる。す
なわち，「原価配分論理の拒否は，すでに，おなじく，アメリカ会計学会の
1957年改訂版「会社財務諸表に関する会計および報告基準」と題する会計原
則によって，動態論的資産概念の用役可能性的資産概念への転換によって開
始せしめられた。また， うえの用役論理を資金概念に適用した資金理論もた
ちあらわれた。さらに，アメリカ公認会計士協会の1961年「基本的会計公
準」，同じく 1962年「企業会計原則試案」においては，評価による利益測定の
論理（資本会計論）が展開された。しかし，動態論の論理を否定する，これ
らの用役可能性理論（資金理論）や評価主義の理論を総括し，さらに，これ
を徹底せしめることによって，あたらしい論理体系として成立したのが，ぃ
わゆる情報理論であると判断せられる」と。
このような見解は今日かなり多くの人々によって承認されるものと思われ
るのであるが，それにもかかわらず，われわれはなおこの見解に全幅的にほ
賛同しがたいのである。第一r.....，ここにいわゆる動態論的資産概念とほ，資
産を将来の費用と見るものであるが，資産を用役可能性の総計と見る資産概
(2) 
念が表明されたことによって，動態論もしくほ原価配分の公理の否定が始ま
ると考えることが許されるであろうか。かのシュマーレンバッハも1933年の
著書において，「住宅が提供する用役は家屋の命数がある間の住宅利用である。
住宅の価値の内容ほその中に貯蔵されている用役可能性 (Nutzungsmoglich-
(1) 3.) 9 
ページ。
(2) AAA「会社財務諸表に関する会計および報告諸基準・ 1957年改訂版」におい
ては，資産を定義して，「資産とほ，特定の会計的実体の中で企業の諸目的に充用さ
れている経済的諸財である。資産は予想される業務活動に利用しうるあるいは役だ
ちうる，用役潜在分の総計額である」 （A. A. A., Accounting and Reporting 
Standards for Corporate Financial Statements and Preceding Statements and 
Supplements, 1957, p. 3.中島省吾訳編『A・A・A・会計原則』昭39.中央経済社刊．
132~133ページ。） と述べている。
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keiten)である。貸借対照表になれた経営経済学者の見解に相応するやり方で
このことを表現すれば，住宅は後年度の費用を貯えているところの予じめ支
(3) 
出された原価に相当する」と述べているように，資産概念に関する費用説を
とる場合でも，資産の命数の間の用役の提供ということが暗黙のうちに想定
されていたのではあるまいか。第二に，いわゆる情報理論の一典型とされる
1966年のAAA「基礎的会計理論」は多元的評価基準として歴史的取得原価，
一般物価水準を用いて修正した購買力等価価値の推定額，再調達原価および
売却時価といったいくつかの測定値の利用を意図するが，第 1段階として歴
(4) 
史的原価と再調達原価とを 2欄式で報告することを勧告しており，歴史的原
(5) 
価による情報の有用性を繰返して説いている。歴史的原価情報と時価情報と
の両者を報告することは，けっして歴史的原価を否定することにはならない。
そして歴史的原価を否定しない以上，これを現在と将来とに割りふる処理が
必要になってくるのである。
さて，新井教授は「基礎的会計理論」についての報告を行なったあとで，
原価配分モデルの欠陥を述べておられる。同教授の述べるところを要約する
(6) 
と，次のとおりである。
原価配分モデルではつねに費用額の計算が資産価額の決定に優先し，先行
している。本来，利益屯企業実体の資産・負債が増減するから出てくるの
であって，損益計算のほうが先であると考えるのほ不合理であると指摘され
ている。また，この原価配分モデルでほ，その計算目的上，主に実現主義を
採っているけれども，発生主義も併用しているし，両者の併用上，ある場合
には原価を，他の場合には時価を，資産の評価基準として採ったり，また低
価主義も採用している。さらに，同じ原価主義の範疇に入る方法でも，きわ
(3) E. Schmalenbach, Kapital, Kredit und Zins in betriebswirtschaftlicher 
Beleuchtung, Leipzig 1933, S. 12. 
(4) A. A. A., A Statement of Basic Accounting Theory, 1966, p. 65.飯野利
夫訳『アメリカ会計学会・基礎的会計理論』昭44. 国元書房刊， 93~94ページ。
(5) A. A. A., op. cit., pp. 30~32.前掲訳書， 46~48ページ。
(6) 
昭46.6.) 127ページ。
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めて多種多様な原価配分の方法がある。そのように多様な損益計上基準や資
産評価基準，方法，手続といったものが，このモデルの中に同居しているわ
けで，これらがゼネラリ・アクセプテト・アカウンティング・プリンシプル
に属するものとみられている。そこで，問題はこうした計算構造がほたして
どの程度理論性があるかということである。その理論性を衝かれるとき，原
価配分モデルはかなりその弱点をさらけ出してきている。歴史的原価配分モ
デルを採る伝統的な会計理論についてほ，「処分可能利益」の計算という本来
の目的観に即してその計算構造を考えてみても，計算構造自体に欠陥がある。
まして，会計情報理論としての会計理論にみられるように，会計の目的が変
わってくれば，その計算構造は当然合わなくなってくる。
それでは，上に示された教授の見解ほ正当なものであろうか。われわれは，
教授自らが，報告において，「基礎的会計理論」の理論は， iまたして，伝統的
会計理論が従来の会計目的観のもとに作ってきた会計理論構造に，新たな目
的観と新たな構造を付加しようとしたものと解すべきか，あるいは新たな目
的観のもとに伝統的会計理論の構造を全く変革しようとしたものと解すべき
かについて疑問が残ると同時に，そのような付加または変革の必要性や必然
(7) 
性が理論的に裏づけられていないと批判できよう， という慎重な考え方をと
っておられるだけに，上記の個所にみられる教授の所説にほ，にわかに同意
できないのである。われわれは，「基礎的会計理論」が，伝統的会計理論の構
造に新しい構造を付加しようとしたと解しているのである。
以上のところで，われわれはわが国の二人の学者の見解を検討してきたが，
これらの見解には，それぞれニュアンスはあるにしても，ひとつの類似性を
認めることができる。すなわち，近来のアメリカ会計学界の動向によって，
1936年以来の原価配分の公理が疑問視されるようになってきたとする見地が
これである。果たしてそうであろうか。
I 期間慣習の成立
次に，配分理念と密接な関連のある「会計期間」の慣習がどのようにして一
(7) 前掲誌， 123ページ。
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般的に承認されて成立したか， ということを振りかえってみることにしよう。
継続事業としての企業の概念が発達するに至るまで，種々の財貨での別個
の組合売買から成るものとしての，あるいは単独の航海としての事業の考え
(8) 
方が，会計実践にたえず影響を及ぽしたのである。それゆえ，イタリヤ簿記
法の特徴の一つは，会計期間あるいは企業の継続性の概念を欠いていること
であった。たいていの組合販売は持続期間が短かかった，あるいは，少なく
とも特定の商売目的が達成されてしまった後に継続するものではなかった。
結果として利益は組合販売の完了のときだけ計算された。期間的利益の概念
(9) 
が無ければ，見越しや繰延べの必要は全くなかった。したがって， 17世紀の
イギリス東印度会社のころまでの冒険事業は収益および費用について期間的
配分を行なう必要がなかった。各冒険事業は個別的な事業であり，利益のみ
ならず全手取金が事業終結のさいに共同の冒険事業家の間に分配された。か
ような分配を行なう行為は，海外貿易が投資の継続を必要とする持続的企業
(10) 
ではないという考えを示していた。
しかしながら，会計期間という企業にとっての必要を産んだ事業活動の継
続がやがて認められるにいたった。リトルトンは，「継続する活動の存在する
ところでの情報の必要のために，集積する経験資料の記録が継続的であるこ
と，また，報告が期間的であることほ，絶対に必要であるから，会計におい
て用いられる期間は，企業の実践的な一必要であって，いやしくも仮定では
(11) 
ない」と言っている。
企業継続性という概念は組合事業または永続的組合や合資会社の形態にお
(12) 
いて見出されてくる。すなわち，個々の組合売買または冒険事業や一時的な
(8) Littleton and Zimmerman, Accounting Theory: Continuity and Change 
(New Jersey, 1962), p. 166. 
(9) E. S. Hend~iksen, Accounting Theory (Illinois, 1965), p. 18.水田金ー監訳
『ヘンドリクセン会計学（上巻）』（昭45. 同文館刊） 30ページ。
(10) Littleton and Zimmerman, op. cit., p. 146. 
(11) _Littleton, "The Continuing Importance of Basic Concepts", The Intema-
tional Journal of Accounting, Fall 1965, p. 58. 
(12) Hendriksen, op. cit., p. 40.前掲訳書， 59ページ。
f Basic Concepts", The Intema-
tional Journal of Accounting, Fall 1965, p. 58. 
(12) Hendriksen, op. cit., p. 40.前掲訳書， 59ページ。
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協約に代わって継続的な共同出資関係が生じてくると，記録の問題は，代理
人による不定期の報告から一歩を進めて継続的投資の運用に関する定期的報
(13) 
告書を作成するという問題に移って行った。
16世紀を通じて種々の改良が現われ，棚卸を行なって定期的に試算表を作
(14) 
成する手続が取り入れられたという説もあるが，期間の成立ほ17世紀に入っ
(15) 
てからと見ることができる。リトルトン，ジムマアマンの記すところによる
と，継続性の概念がすることのできる貢献は， 17世紀の中ごろに認識されは
じめた。東印度会社のような当時の大きな貿易会社に関係している人々は，
事業を単独の組合売買としてよりもむしろ一個の連続体として考えることに
いっそう大きな経営上の有用性を認めた。この見解には，重要な諸資産の継
続的所有や継続的投資が，一つの営業実体としてのその企業に対して何の影
響も及ぼさずに，所有主持分を移転することを論理的にしたという理由で，
著しい有利さがあった。これらの見解や希望のために，企業の財政状態や利
益の期間的会計報告書が必要になった。というのほ，かような報告書のみが
会社株式の買値と売値を付けるさいの決定に必要な情報を提供することがで
きたからである。持株を売却するために市場に出向かなかった投資家たちも
期間的報告書が有用であることを知った。財務諸表によって，ある会社があ
る特別の会計期間の利益を計算すること，また，組合売買活動のさいに必要
であったような清算に基づく分配を待たないで定期的に配当金の支払をする
(16) 
ことが可能になった。 17世紀に，資本および事業活動の継続性が企業の有用
な特徴となるだろうという考えが現われたとき；ある特定の期間の利益の定
期的計算が，配当決定のための基礎となった。その結果，継続的な有用性を
もつ資産に関する，また，関連する費用と収益との対応に関する注意深い会
計が重要な問題となった。当期の努力および成果を測定しようとする要求，
(13) Littleton, Accounting Evolution To 1900 (New York, 1933), p. 155.片野
一郎訳〔清水助訳〕『リトルトン会計発達史』（昭27. 同文館刊） 246ページ。
(14) Edith-Adelyn Brown, "The Evolution of Accounting Procedures Through 
the Middle Ages", The Certified Public Accountant, July 1932, p. 414. 
(15) 拙著『資産原価配分論』（昭42. 森山書店刊） 55ページ。
(16) Littleton and Zimmerman, op. cit., pp. 166~167. 
原価配分理論のゆくえ（清水） (89) 187 
継続事業に利用できる諸資産を記述しようとする要求が，不定期な会計報告
書から定期的な会計報告書へのかような重点の変化に合理的な動機を与えた
(17) 
のである。
こうして， 1605年に，オランダの技師であり数学者であったステフィンが
初めて，各年度末に損益計算を行なう実践を提唱した。これが，半世紀のち
に，ザバァレーによる貸借対照表は定期的に作成されるべきであるという勧
告を生んだ。そして， 1673年にフランス商事条例は，貸借対照表が各商人に
よって少なくとも 2年ごとに作成されるべきであるということを要求した。
この発展は， 1回限りの取引または組合販売のために設立された組合事業が
頻繁でなくなりつつあり，かつ，いっそう大きい多くの事業が長期間にわた
る製造および販売の継続性を確立する目的で組織されたという事実の結果で
(18) 
あったといわれる。
要するに，永続する位置を持ち，継続的な経営活動を行なう企業で期問計
算概念が現われるのであるが，このことほ，従前にまして人々が特定企業の
集積された取引経験の結果からの知識を要求したために，会計期間という概
念上の範囲に関する厳密な関心がいっそう重要となったからである。
定期的な財務諸表の完全性が結局広い関心事となったのも同じ理由のため
(19) 
である。
w 配分理論の方向
以上において，われわれは，原価配分という会計過程の根底に存在する「会
計期間」のコソベンツョンの成立について，概略これを知ることができた。
次にさらに進んで，このコンベンツョンの上に立つ「配分理論」が新しい背
景の下でどのように推移していくかに関するわれわれの積極的見解を述べる
ことにしよう。
(17) Ibid., p. 146. 
(18) Hendriksen, op. cit., pp. 19~20.前掲訳書， 31~33ページ。
(19) Littleton, "The Significance of Interrelated Concepts in Accounting", The 
International Journal of Accounting, Fall 1965, p. 32. 
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(1) 財務会計は期間を基礎として行なわれており，期間なくしては会計は
成立しえない。期間との関係において資産が成立するのであり，期間のコン
ベンションが存在する以上，なんらかの資料を各期間に割り当てる会計的過
程が必要である。
(20) 
メイは会計期間について次のように述べている。すなわち，「ある著者たち
は，資本と所得との区別ほ会計の基本的な原則であるという。しかし，今日，
会計において，いわゆる資本的支出と所得的支出との区別は，経済学の分野
でしばしばその区別が強調されている土地とその他の財産との場合における
ほど，取得された財産の性質における本質的な相違によるのではない。区別
は，むしろ，取得された財産の使用年数の長さと，所得が決定される会計期
間の長さとの関係に存するのである。資本的支出は，その有用性が数会計期
間を超えて期待されるものである。もし会計期間が通常の一年から十年に延
長されるならば，今日，資本的支出として取り扱われているものの大部分が，
所得に賦課されることになるであろう。他方，もし会計期間が一日にまで短
縮されるとするならば，今日，当期の維持費として処理されているものの大
部分が資本的支出になるであろう。たしかに，会計規則の有用性や意味を試
す実際的方法は，もし会計期間がいちじるしく短縮または延長されたならば，
それを適用した場合の効果ほどうなるかを考えることである」と。この文章
は会計期間と資産の成立との関係をよく表現している。
(2) 歴史的原価のみではなく歴史的原価以外の資料もまた期間配分の対象
となりうる。
周知のように，会計を評価の過程ではなく原価および収益の期間的配分の
過程であるとする思考は， 1930年代の中頃からアメリカの会計学界で支配的
な地位を占め，それ以後の財務会計理論の展開に少なからぬ影響を与えたの
である。しかし，われわれはそのような思考が確立する以前には，配分思考
が必ずしも歴史的原価と結びついてはいなかったということに人々の注意を
喚起しておかなければならない。ペイトンは1922年の論文で，「特定企業の価
(20) J. O. May, Financial Accounting (New York, 1943), p. 45.木村重義訳
『財務会計』（昭32．ダイヤモンド社刊） 54ページ。
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値資料を，損益計算書および貸借対照表という重要な財務諸表によって特定
の諸期間に配分することが会計の本質である。そして，このことは，ほとん
(21) 
どあらゆる点で評価替を伴なう」と述べている。もちろん，これは原価主義
に立つ配分理論が確立する以前の所論ではあるが，おそらくは，彼の胸中に
は，後年AAAによって打ち出された配分思考がかなり明確に描かれていた
のであろう。ただ，この頃の配分思考は原価と結びつかずに価値と結びつい
(22) 
ていた点で配分思考の崩芽的なものであったと言えるだろう。ところが，
1950年代にほいり，配分される対象が原価であるとは限らず，価値であって
もよいとする見解がペイトンの所説の中に現われたのである。しかも，その
見解に彼の初期の見解と一脈相通じるものがあることは，興味深い点である。
彼は1952年の「資産会計」において，減価償却を取り扱った個所で，見積残
存価額を控除した資産の原価または価値を耐用年数にわたってまくばるとか，．
減価償却会計ほ設備資産の原価または価値の消滅を組織的に認識することか
(23) 
ら成りたつとか，といった記述を行なっているのである。配分される対象が
設備資産の原価であるとは限らず，価値であってもよいということは，典型
(24) 
的な配分理論に著しい転換を来たすことがらであろう。われわれほペイトソ
から与えられた示唆を拠りどころとして， 1930年代の後半に至って確立され
た配分理論を補強し，歴史的原価以外の資料をも配分の対象と考えたい。
このようなわれわれの主張に証明を与えるために，エドワーズ・ベルの所
説を取り上げる必要がある。小稿では，その所説の全部には触れる必要はな
く，かれらが費消材料の現在原価の決定について説いている点に触れれば足
(25) 
りる。かれらによると，費消材料原価勘定は次のような記入となる。
(21) W. A. Paton, "Valuation of Inventories", The Journal of Accountancy, 
Dec. 1922, p. 433. 
(22) 前掲拙著， 36ページ。
(23) Paton and Paton, Jr., Asset Accounting (New York, 1952), pp. 275 and 
280. 
(24) 前掲拙著， 168ページ。
(25) Edwards and Bell, The Theory and Measurement of Business Income 
(Berkeley and Los Angeles, 1964), pp. 149~152.伏見多美雄，藤森：：：：男共訳
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棚卸材料勘定は歴史的原価のままにすえおかれ．期中に価格が騰貴する間，
材料を保有していたことによって発生した原価節約は，棚卸評価修正勘定の
借方と．実現可能原価節約勘定の貸方とに記入する。費消材料原価勘定の借
方にほ．棚卸材料勘定から振り替えられる歴史的（先入先出）原価に基づく
期首棚卸高．．期首在庫の価値を期中の平均仕入価格（阪売時点の現在原価）
に引き上げるための修正額．乎均仕入価格による仕入高を記入し．しかるの
ち．この勘定の貸方に，歴史的（先入先出）原価に基づく期末棚卸高を記入
し．期末在庫を期の平均仕入価格に引き下げるための修正額を借方に記入す
ると．この勘定の残高は費消材料原価の現在原価を示すこととなる。この費
消材料原価の現在原価は．伝統的な会計による場合の歴史的費消材料原価を
超過する。
このようにして．われわれはかれらの主張を要約してみたが．この費消材
料原価勘定は費用勘定であり，かれらがはっきりとは述べていないにしても，
平均仕入価格で表わされている費消材料原価を，期末棚卸高と現在原価に基
づく費消材料原価とに配分する過程がそこに存在するのである。ここに見ら
れる配分の過程ほ伝統的な会計における歴史的原価の配分ではなく，一定の
修正手続による修正を施された費消材料原価の配分である。したがって．こ
のような配分は現在原価の配分というべきであろう。
(3) 歴史的原価以外の資料，たとえば現在原価を会計機構中に織込む場合
でも．基本となる歴史的原価をそのままにしておいて．歴史的原価の配分を
持続するときには， tこれも原価配分原理の存続を否認しえないiまずである。
現在原価を会計機構中に織込んでも．歴史的原価の配分を持続する考案の
具体例として．われわれはかつてペイトソの妥協法の見解やエドワーズの時
(26) 
価償却論に論及した。そこで．ここでは上述のような問題を，＝ドワーズ・
ベルの減価償却論を吟味しつつ考えてみたいと思う。
かれらによると．まず固定資産の評価増とこれに関連して発生する原価節
『意思決定と利潤計算』（昭39. 日本生産性本部刊） 125~127ページ。
(26) 拙稿「物価変動下の設備資産原価の配分」（「関大商学論集」第15巻•第 5 ・ 6 
号，昭46.2.)参照。
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約を記録し，次に，歴史的原価による減価償却費を記録し，さらに，期中の
平均現在原価による減価償却費が歴史的原価による減価償却費をこえる分を
追加計上し，以上の手続ののち，現在原価による減価償却費を当期操業利益
勘定に振り替え，次に，実現可能原価節約を未実現原価節約勘定に振り替え，
さらに，期中に実現した原価節約額を未実現原価節約勘定から実現原価節約
(27) 
勘定に振り替え，最後に，実現原価節約を実現利益勘定に振り替える。
ここで注目すべきことは，現在原価が会計機構中に織込まれても，歴史的
原価の配分が持続されているということである。なぜなら，固定資産評価修
正勘定に評価増が記入され，現在原価による減価償却費が歴史的原価による
減価償却費を超える分が会計的に認識されているが，固定資産勘定は歴史的
原価のままにすえおかれ，歴史的原価による減価償却費は伝統的な処理法に
従って減価償却費勘定の借方と減価償却引当金勘定の貸方とに記入されてい
るからである。歴史的原価の保存の姿を見落してはならない。
vむすび
われわれは伝統的な会計理論は現実の会計制度に指針を与える会計理論と
して存続し，それとは別に新しい情報会計理論が存在すると考えている。し
かし，そうは言っても，伝統的な会計理論も旧来のままであるとは限らず，
経済社会の変化に適合するようにみずから脱皮して行く道が開かれている。
期間なくしては会計ほ成立せず，資産についてどのような解釈を下そうとも，
期間との関係において資産が成立するのであり，期間が存在する以上，なん
らかの資料を各会計期問に配分する過程が今後も存在するしまずである。それ
ゆえ，基本となる歴史的原価を各会計期間に配分する過程が存続して行くで
あろう。それと同時に，歴史的原価以外の資料の配分もまた行なわれるであ
ろう。この意味において今われわれほ，動態論の崩芽期に文献の上に現われ
た価値と配分思考との結びつきを，伝統的な会計理論の構造に取りいれる必
要を感じる。換言すれば，現代経済社会の変化する環境のなかで，歴史的原
価のみではなく修正原価または現在原価も期間配分の客体となりうるから，
(27) Edwards and Bell, op. cit., pp. 195~196.前掲共訳書， 162~163ページ。
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そこに配分概念の拡大を考えることが可能になると考える。このようにして，
70年代の財務会計においては，原価配分と評価との両者が必要となるのであ
り，歴史的原価配分と原価以外の資料の配分とが必要となるのである。それ
ゆえ，われわれほ，新しい情報会計論が動的会計論にとって代わるものであ
るとは考えない。この小稿では，われわれの考えている配分理論の方向を示
すだけにとどまった。いっそう詳細な展開は別稿に譲ることにする。
